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１ 開催実績 

  第８回原子力安全専門部会の開催実績については以下のとおり。 

○ 第８回 

日 時：令和 2年 3月 27 日（金曜日）13 時 30 分～16 時 10 分 

場 所：ホテルグランデはがくれ 

出席者：  

【原子力安全専門部会委員】 

工藤委員（部会長）、井嶋委員、出光委員、片山委員、竹中委員、 

續委員、守田委員 

【九州電力株式会社】 

豊嶋取締役常務執行役員、 

原子力発電本部 

秋吉原子力技術部長、井上原子燃料計画グループ長、 

中村原子燃料技術グループ長、山下原子力工事グループ課長 

土木建築本部  今林原子力グループ長 

【原子力規制庁】 

原子力規制部 審査グループ実用炉審査部門 

 藤森安全管理調査官、島田廃止措置係長 

【佐賀県】 

県民環境部 原部長、伊東副部長、諸岡原子力安全対策課長 

 

議 題： 

（１） 玄海原子力発電所３号機における使用済燃料プールの貯蔵能力変更

及び蒸気発生器保管庫の共用化について 

（２） 玄海原子力発電所３，４号機における所内常設直流電源設備（３系

統目）の設置について 

（３） 九州電力㈱玄海原子力発電所３号炉及び４号炉の使用済燃料貯蔵設

備の貯蔵能力の変更（リラッキング）、蒸気発生器保管庫の共用等に

係る審査について 

（４） 九州電力㈱玄海原子力発電所３号機及び４号機の常設直流電源設備

（３系統目）に係る審査について 
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２ 質疑及び意見 

 議題（１）から（４）における九州電力及び原子力規制庁からの説明に対し、

次のとおり質疑を行い、回答を得るとともに意見を述べた。 

 なお、内容をまとめるにあたり補足説明を（ ）に追加している。 

 
 
議題（１） 玄海原子力発電所３号機における使用済燃料プールの貯蔵能力変更

及び蒸気発生器保管庫の共用化について 

（１）－① <計画関連> 

委員 質問・意見 九州電力回答 

守田 

委員 

リラッキングよりも高い頑健性を

持っている乾式貯蔵へ移行した方が

望ましいというのが一般的な認識と

理解している。リラッキングをまず

行い、その後、乾式貯蔵に移行する計

画をされるに当たって、プール貯蔵

のリスクをどういうふうに捉えて検

討されて、評価をされてこの計画に

至ったのか。 

発熱量の高い使用済燃料はプール

で冷却し、ある程度冷却が進むと乾

式貯蔵へ移行する。 

最初、現在の貯蔵余裕を確保する

ため、川内でも実績のあるリラッキ

ングを行う。 

乾式貯蔵については2027年完成す

るものと考えており、そこまでに余

裕確保のためにリラッキングを採用

する。 

実際には、六ヶ所の再処理工場に

搬出するのが基本方針であり、プー

ル内の使用済燃料は減っていくが、

六ヶ所の運転計画もあることから、

まず余裕確保のためリラッキングを

採用した。 

守田 

委員 

計画策定に当たり外的な要因でこ

うせざるを得なかったというところ

は理解するが、乾式ができるまで当

面はリラッキングでしのぎましょう

ということに対して、リスクが増え

るということは事実じゃないかと思

う。それに対して追加の安全対策は

されていないけれども、深層防護の

視点から考えると、事故を起こした

場合に放射性物質の貯蔵量が増える

ということに対して、どういった対

応を取るのかまでを含めて、安全性

を確認すべきではないかと思うがど

うか。 

 

答になっているか分からないが、

まず設計基準事故への対応として、

リラッキング前から冷却用ポンプは

2台設置しており1台が故障した際も

対応できる。 

シビアアクシデント（過酷事故）に

ついては、プール水の減少について

リラッキング後においても数時間の

違いであり、再稼働時から可搬型使

用済燃料ピット用補給ポンプを４

台、予備も２台用意しており、リラッ

キングを採用しても問題ないと考え

ている。 
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（１）－② <工法、耐震関連> 

委員 質問・意見 九州電力回答 

井嶋 

委員 

稠密化によるスロッシング、液面

動揺の固有周期は短い方に移ると思

われるが、スロッシングが増大し、溢

水が大きくなってしまうことについ

ては検討したのか。 

 再稼働（の審査）のときにもスロッ

シングは検討しており、その時には、

約30㎥ぐらい水があふれるものとし

て（影響を）検討している。 

今回、（あふれる高さを）再評価し

た結果、（水位の変化が）再稼働のと

き約11cmだった評価が約12cmとなっ

た。数ミリ程度のスロッシング量の

影響であり、問題ないと確認してい

る。 

また、あふれた水に対しても周り

の影響を評価し、その量が増えたこ

とについても評価している。 

井嶋 

委員 

稠密化によりラックセルが近接す

る。そうするとラックセルに働く動

水圧が変化し、ブロック外周部のラ

ックセルと内側のラックセルでは動

水圧の差が大きくなる。そうすると

地震時における外周部と内側のラッ

クセルの振動応答も違ってくるはず

で、上端部である自由端部が接触し

て破損するなどの恐れはないか。 

実際にはかなり強度を取って耐震

に影響がないように評価している。 

耐震設計において、スロッシング

による揺動水の動圧を考慮した上で

の評価において、リラッキングによ

り大きく変わるものではなく、これ

までの耐震裕度と同程度の裕度が確

保できていると評価している。 

竹中 

委員 

「貯蔵設備の構造を変更し、耐震

性を確保する。」とあるが、この貯蔵

設備の構造変更というのは、その上

まで（に記載）のいろんな対処がその

まま耐震性を確保することになって

いるのか。 

構造変更というのは、ラックセル

そのものの構造に強度を持たせるよ

うに、ステーを付けて強化して、耐震

性に余裕を持たせるようにしてい

る。 

竹中 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事が３期あるが、それぞれの工

事の間は、耐震性にとって安全側な

のか。安全でない側だとすれば何か

対策を取るのか。 

ラックを詰め替える作業があると

思うが、１回裸にしてまた入れ替え

るというような工程は、耐震性から

みて安全サイドなのかということ。 

例えばＡプールに４ブロックある

とすると、まず１つのブロックを取

替え変えて、ボルトでしっかり止め

て補強工事をするので、そこでその

設備（ブロック）としては耐震は取ら

れている（耐震性は確保できる。） 

実際の構造は、ラックセルを連結

しており、ブロック毎に大きな枠に

入っている。この枠ごと工場で製作

し、枠ごと取り替えて、最終的にプー

ルにボルトで連結する。 

作業はプールの中で行うのではな

く、現在の枠を引き揚げ、耐震性を持

ったものをそのまま入れ替えるため
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委員 質問・意見 九州電力回答 

竹中 

委員 

問題はない。 

竹中 

委員 

(作業中に)地震が起きたような時を

シュミレーションし、安全を確認し

ているのか。 

それぞれのブロック毎に変更前と

変更後での評価をしている。 

竹中 

委員 

引き揚げている間は、それ（枠）は

なくなるということなので、その途

中もシュミレーションして、大丈夫

であるということか。 

その通り。 

工藤 

部会長 

ブロック毎の工法ではあるが、水

中で相当の工事もあると思う。 

どのブロックを組み立てて、全体

を沈めて水中で固定するのか。それ

とも水中で組み立てて固定するの

か。工程についての詳しい説明をし

てほしい。 

工法としては、入れ替えるブロッ

ク内の燃料を全て隣のブロックに移

し、空になったブロックを外し、（プ

ール）外に出す。 

新しく工場で製作したブロックは

ステーなど全部をつけて強度を持っ

たもの。それを持ってきてプールに

入れ、水中でブロックと壁を固定す

る。 

 

 

（１）－③ <設備設計関連> 

委員 質問・意見 九州電力回答 

出光 

委員 

4号機は既に稠密化されているが、

3号機に入れるものは、4号機と形状

は同じか。 

ほう素の添加量は若干異なるが、

形等は同じである。 

出光 

委員 

ほう素の添加量を変更した理由は

なにか。 

ほう素添加によりステンレス鋼の

強度等の変化はないか。 

これまでリラッキングを実施して

いる最新のもの（添加量）を採用して

いる。 

ほう素添加により強度は変わる

が、それに対しても応力等を評価し

て問題がないことを確認している。 

片山 

委員 

ほう素添加の影響について、化学

反応や核変換によって生成される物

質による影響は評価されているの

か。 

また、具体的に、その生成物質とい

うものは（ほう素添加によって）変わ

るのか。 

ほう素を入れることに対する影響

を検討している。 

モリブデンではないが、いろいろ

な添加をすることによって影響を下

げるような検討をした結果、問題な

いことを確認している。 

（具体的に）ほう素添加によって

（化学反応や核変換による）生成物

質は変わらない。 

續 

委員 

ほう素添加量が4号機と異なるが、

臨界性、遮へい率、ＳＡ時の安全性

同じである。再稼働時に3号機と4

号機をそれぞれ評価し、厳しい方の
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委員 質問・意見 九州電力回答 

續 

委員 

は、4号機の経験値と同じであるの

か。 

値で評価している。 

実際には、玄海4号機の貯蔵容量は

1,504体であり違いはある。 

片山 

委員 

貯蔵水が循環する際、浄化設備の

変更、修正等はないのか。 

また、浄化設備について、もともと

余裕を持って設備が設計されている

ので、今回の貯蔵能力の増加に対し

ても許容範囲であるのか。 

 脱塩塔やフィルター等については

変更は必要ないことを確認してい

る。 

 また、設計は今回の貯蔵能力の増

加に対し、許容範囲内である。 

出光 

委員 

冷却性能について、実際入れてい

るときの発熱量の上限と、実際のも

のと評価上のものとの余裕はどのく

らいか。 

リラッキング後、（プール内発熱量

の総量は）12.464MWであるが、これは

プール内に全て燃料が埋まっている

条件である。また、崩壊熱の厳しい

（高い）MOX燃料がある（発生する）

スキームで積み上げている。 

現状は3号機で654体が貯蔵されて

いるため、その分の3割から4割2割く

らい（※）は（評価条件の発熱量より）

低い。    ※会議後訂正 

出光 

委員 

 冷却期間は、サイクル毎の運転期

間を冷却期間として計算するのか。 

取り出し直後とは、原子炉停止後

8.5日としている。１サイクル後と

は、この8.5日と13ヶ月運転を加味し

た約400日ぐらいとして計算してい

る。 

出光 

委員 

 （水温が）1℃程度上昇するが、こ

れによりプールの蒸発量も若干増え

ると思う。それについて空調の乾燥

能力は十分か。湿気が多い状態だと

変なところで結露等がでるおそれが

あるが、何か対策は取っているのか。

空調は2系列あり、しっかりした設

備であり、実際、これだけの温度にな

ったとしても、変更する必要がない

設計としている。 

工藤 

部会長 

プルトニウム燃料の燃焼後の特性を

含め、安全性に対する影響を評価し

ているのか。あるいは、プルトニウム

燃料との違いを評価しているのであ

れば教えていただきたい。 

実際、プルトニウム（燃料）を16体

ずつ入った状態で影響がないかを、

発熱量、未臨界性等を含めて評価し

ている。 

 

（１）－④ <事故対応関連> 

委員 質問・意見 九州電力回答 

片山 

委員 

 

安全性について、（プールに）穴が

空くなどして給水しても水位が保て

ない状況、連続的に水を供給しない

シビアアクシデント時の検討とし

て、小規模漏えいと大規模漏えいに

対する対策がある。今回は小規模漏
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委員 質問・意見 九州電力回答 

片山 

委員 

といけないような事態において、貯

蔵能力が増えることに対して、何か

改善や対応した部分はないのか。 

えいへの対策を説明したが、大規模

漏えいに対しても同じであり、受け

槽から水をスプレーのような形で補

給することを考えている。 

今回、燃料が増えたからというこ

とで、同じ対策で問題ないことは確

認している。 

片山 

委員 

対策としての方法は同じでも、貯

蔵量が増えたことによる改善は必要

ないのか。（例えば）水の供給量を上

げておくとか。 

 

水が100℃になった状態でどう減

っていくのかで補給するものである

ため、補給量としては連続して補給

する対策をとるため、増加により対

策が変わるものではないと考えてい

る。 

片山 

委員 

もともと備わっている設備で十分

対応可能ということか。 

そのとおり。 

 

 

 

議題（２） 玄海原子力発電所３，４号機における所内常設直流電源設備（３系

統目）の設置について 

（２）－① <電力容量関連> 

委員 質問・意見 九州電力回答 

出光 

委員 

１系統目は、24時間給電で安全防

護系用が1,600Ah、重大事故等対処用

が2,400Ahが2組あり、安全防護系と

重 大 事 故 用 １ 組 を 合 わ せ る と

4,000Ahになる。 

今回の3系統目を3,000Ahにしてい

る考え方はどうなっているのか。 

１系統目は直流コントロールセン

ターを通して監視計器等に給電して

いるため、コントロールセンターに

ぶら下がっている（接続されている）

負荷（監視計器等）の（電力の）容量

も加味しなければならない。 

一方、3系統目は、必要な監視計器

に対して（のみ）給電するように考え

しているので、必要容量として

3,000Ahの容量の蓄電池をつける。 

 

守田 

委員 

1系統目及び3系統目は3、4号機間

で共用しない設計であり、2系統目は

号機間で共用する設計となっている

が、なぜ、共用しないのか。その考え

方は。 

基本的には各号機、独立して給電

する設計であり、3系統目は各号機を

確実に安全に給電させるため独立し

た設計である。 

2系統目は、可搬型であり、可動性

があることから4台を3、4号機で共用

で使用できるようにしている。 
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委員 質問・意見 九州電力回答 

守田 

委員 

（共用化をしないことは）各号機

に確実に給電することを優先したと

いう説明かと思うが、それを損なわ

ない範囲で共用性をプラスすれば、

より安全性は高まるのではないか。

福島第一原子力発電所の事故では電

源の共用性というところで事故が大

きくなったということもあるので、

可能であれば検討いただきたい。 

今のところ、共用することによっ

て容量が増大したときの影響等があ

るので、現在のところは独立して確

実に給電できるような、電路も独立

した形で周りに影響がないようにし

ている。 

将来にわたっては、さまざまな知

見が出ると思うので、その時に考え

てみたいが、現在はこの形で進めて

いきたい。 

 

 

（２）－② <耐震設計、溢水対策関連> 

委員 質問・意見 九州電力回答 

井嶋 

委員 

表中の「一定の地震力」とは、静的

な地震力を意味しているのか。 

また、この一定の地震力を基準地

震動の約0.6倍にするという、この

0.6の数値はどのような根拠で使用

したのか。 

一定の地震力とは、弾性設計用地

震動（Sd）と呼ばれているもので、基

準地震動（Ss）を0.6倍した動的地震

力のこと、（それに加えて）静的地震

力1.53.6Ci（※）に対しても影響を見

るという弾性設計を行っている。 

（※）会議後訂正（数値誤り）

シビアアクシデント対策（SA）用の

設備は基準地震動により機能を維持

することが要求されており、一方、設

計基準事故（DBA）用の設計基準事故

対処施設は、このSsでの機能維持に

加えて、弾性設計用地震動（Sd）によ

る弾性設計を行うことが要求されて

いる。 

3系統目については、1系統目のバ

ックアップの位置づけもあることか

ら、SA設備のSs機能維持及びSdによ

る弾性設計用地震動による弾性設計

も行っている。 

 

井嶋 

委員 

 この（耐震設計の）検証は、全て数

値計算のみで行われたのか。配電盤

のようなものは数値計算では安全性

を検証できないものなので、振動台

等を使って基準地震動の加振試験に

よる検証は行われたのか。 

今回の直流電源装置等について

は、FEMによる数値計算のほか、実際

の試験で基準地震動を上回る地震動

を加えた試験を行っており、電気的

な機能維持の観点から性能に問題な

いことを確認している。 
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委員 質問・意見 九州電力回答 

片山 

委員 

3系統目は「特に高い信頼性を確保

することが求められているが」とあ

るが、1系統目、2系統目に対して、ど

の部分で高い信頼性を確保している

のか。 

3系統目は、1系統目、2系統目のバ

ックアップ設備であり、どれだけ信

頼性を持つ設備を設置するかという

ことで、「特に高い信頼性」とされて

いると考える。 

実際には、耐震でいえばDB設備（設

計基準事故対処用設備）としての耐

震要求がある設備の上にSA設備（シ

ビアアクシデント対策用設備）とし

ての評価をし、安全防護系と同じよ

うな耐震を持たせている。 

また、共通要因による同時故障が

ないように、電路が独立することで

他からの影響がないように設計して

いる。 

 

片山 

委員 

3系統目の配置について、位置的分

散はされているが、3号機、4号機のい

ずれもほかの設備（1系統目、2系統

目）よりも低い位置に配置されてい

る。 

水への対策を考えた場合、より高

い位置に配置した方がよいと思う

が、この位置にした考え方は。 

津波が到達しない敷地高さで、津

波防護対象設備（止水防止設備、水密

扉）を内包する建屋を選び、外からの

影響はないエリアと判断して、この

建屋内に設置する。 

また、（建屋内の）フロアのレベル

については、中での溢水の影響があ

ると考え、高さに関わらず溢水につ

いて評価しており、実際の溢水水位

に対して2倍以上の堰を設けること

として、下に配置しても問題はない

と考えている。 

溢水として、補助蒸気、火災の消火

による水の影響等を考えている。実

際はハロン消化設備で水は使わない

が、2時間以上消火した水が出たとし

ての評価をして、その堰を設置する

ことで溢水の影響はないと評価して

いる。 

 

竹中 

委員 

蓄電池は建物の中に設置される

が、基準地震動の0.6倍の地震動に

は、建物の影響を評価した地震動を

入力し、弾性変形の確認をしたのか。

おっしゃるとおり、建物に基準地

震動の0.6倍を入力し、建屋応答を考

慮して、その床応答を機器に入力し、

その機器の弾性範囲内におさまるか

どうかを評価している。 
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議題（３） 九州電力㈱玄海原子力発電所３号炉及び４号炉の使用済燃料貯蔵設

備の貯蔵能力の変更（リラッキング）、蒸気発生器保管庫の共用等に

係る審査について 

（３）－① <計画、工法関連> 

委員 質問・意見 原子力規制庁回答 

續 

委員 

原子力規制庁として、原子力発電

所の稼働、プール貯蔵、乾式貯蔵への

移行のスキームに関して、サイトで

の運用を確認されたとのことだが、

乾式貯蔵のことは今回の審査の対象

にはなっていない。工程表では乾式

貯蔵に移ってプールの貯蔵が減衰す

るところまで確認されているが、具

体的にこう順調にいくかかどうか、

原子力規制庁が全体として、どうい

う考えで九州電力も含めた各発電所

の貯蔵を指導されているのか。 

特に、乾式貯蔵に関して、九州電力

はリラッキングで時間を稼ぐとのこ

とだが、原子力規制庁としての方針、

指導の考え方を説明いただきたい。 

同じ体数の使用済燃料をサイト内

で貯蔵するのであれば、リスクの観

点からは乾式キャスク（乾式貯蔵）が

望ましく、原子力規制委員会も推奨

している。強制力をもってというよ

りは、今の段階では推奨となってい

るが、一方でプールが全く安全じゃ

ないということではないので、各サ

イトとも原子力規制委員会の意向を

尊重し計画していただいていると思

う。強制力を持ったものではないの

で、バックフィット的なところまで

は今の段階ではやっていないので、

各社の意向を注視している状況であ

る。 

六ヶ所搬入への不確定要素はある

ものの、プールの容量をいたずらに

増加しないことを公開の場の審査会

合で約束いただいたと思っているの

で、審査会合で我々としても確認し

たところ。 

 

出光 

委員 

乾式キャスクに入れるときは15年

以上冷却されたものとあるが、原子

力規制庁として何か指導したのか。 

15年以上（冷却する）というのは、

あくまで九州電力の方針である。 

キャスクは審査中であり、キャス

クの収納制限として、熱量や放射線

の関係からこの15年という数字にな

っていると思われるが、規制庁から

指導したものではない。 

 

出光 

委員 

乾式貯蔵には、ある程度冷却して

から入れることから、プールには必

ず燃料は残る。冷却年数に応じてプ

ールに残るものはある程度決まって

しまうので、それについて、原子力規

制庁として何らかの規制なり指導の

考え方を持っているのか。 

 

乾式キャスクの設置変更許可申請

書の中で、長期間冷却した燃料は乾

式キャスクで貯蔵することを原則と

するという方針を書かせており、そ

れが一種の制限になる。 
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委員 質問・意見 原子力規制庁回答 

出光 

委員 

長期的ということであって、特に

年数の制限を設けているわけではな

いという理解でいいか。 

乾式キャスクの（設置変更許可申

請書）補正申請で（記載を）入れても

らうことになるが、具体的にどこま

で書くかは今の時点では補正申請を

受けていない（決まっていない。）。

ただし、この15年というのは、原子力

規制委員会の資料や審査会合資料、

審査資料として残ることから、仮に

設置変更許可申請書に書かれなくて

も、15年というのは制限になると考

えている。 

 

 

（３）－② <設計関連> 

委員 質問・意見 原子力規制庁回答 

出光 

委員 

（スプレーや蒸気の下での未臨界性

の維持について）実効増倍率で水密

度を記載しているが、これは、水が無

くなってスプレーをかけている時

に、水が全部ある状態とない状態の

間での増倍率を示している図と理解

していいのか。 

水が抜けた場合が0.0と冠水状態

が1.0であり、その途中の蒸気状態等

も考慮して0から1までの評価をして

いる。 

 

（３）－③ <事故対応関連> 

委員 質問・意見 原子力規制庁回答 

守田 

委員 

使用済燃料の貯蔵量がサイト内に

増えるということはリスクが増える

ということになる。 

 今回のリラッキングでは、特に追

加の安全対策をしなくても安全性評

価の結果が各種基準を下回っている

から問題ないと、安全性は確認され

たという説明だった。ただし、貯蔵量

が増えることによって安全裕度が減

っていくことになると思う。 

規制する側として、程度的には少

ないかもしれないが、安全裕度が減

っていくということについて、冷却

性とか臨界性とか遮蔽とか耐震性と

かの各種の基準を満たしていれば、

リスクの増加は許容される範囲だと

いう判断になるとの理解でよいか。 

安全裕度がどれくらいかというと

ころにもよるかと思うが、本当にぎ

りぎりのところだと議論はあるかも

しれない。 

今回のリラッキングでは、臨界は

楽な方向になり、冷却については相

当保守的な貯蔵状態を考慮して、特

段、評価上、問題とは考えていない。

また、遮蔽についても増加分は少な

い量で、水温の評価も１℃程度とな

っている。 

リスクがこのリラッキングによっ

て大きく上昇するとは考えていな

い。 
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委員 質問・意見 原子力規制庁回答 

片山 

委員 

想定事故2で大量に水が失われた

場合に、放射性物質が漏れ出る場合

を想定し、除去設備を置いておく必

要はないのか。 

建屋には換気空調系があるため、

そこで取れるが、大量に放出し、建物

に近寄れないような状況の際には、

外から放水砲で放射性物質を下に落

とすような対策も必要に応じて取れ

るように準備している。 

 

（３）－④ <共用化関連> 

委員 質問・意見 原子力規制庁回答 

片山 

委員 

（原子炉容器の）上蓋の保管を専

用容器に入れるとのことであるが、

専用の容器にいれないといけないの

か。九州電力が自主的に安全性を考

えて行うことなのか。規制の立場で

はどちらなのか。 

 

規制上は、漏洩し難いもの、汚染が

広がらないものとすればよく、専用

の保管容器に限った訳ではない。例

えばビニールシート等で養生すると

かもありうるが、九州電力が専用の

容器に入れる方針としたもの。 

おそらくこれまでに上蓋を交換し

た他の発電所でも（実績が）あると思

うが、基本的には同じような専用の

容器で保管しているということだと

考えている。 

 

片山 

委員 

１、2号機の（取り替えた）上蓋に

ついても同様の専用容器に入ってい

るのか。 

そのように理解している。 
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議題（４） 九州電力㈱玄海原子力発電所３号機及び４号機の常設直流電源設備

（３系統目）に係る審査について 

 

（４）－① <設計関連>

委員 質問・意見 原子力規制庁回答 

守田 

委員 

常設の直流電源設備の設計におい

て、8時間、16時間、合計で24時間と

いうものがスペックとして要求され

ているが、技術的な根拠を教えてい

ただきたい。 

 規則には、そのまま8時間、負荷を

切り離して16時間の（合計）24時間と

いうものが要求とされている。 

実際の根拠として明確な資料はな

いが、規則を策定する検討過程にお

いて、福島の事故を踏まえ、最初の事

態把握や判断、作業の実施に必要な

時間を考慮して、最初の8時間程度は

負荷の何の操作も行わずに必要だろ

うということと、その後は電源車や

非常用発電機等外部から給電する時

間を考慮して、プラス16時間の合計

24時間というようなことを議論され

たと理解している。 

出光 

委員 

 九州電力は負荷の切り離しを行わ

ずに24時間供給できるとなっている

が、これは、運用面でいくと8時間の

間に負荷を切り離す操作をしなくて

よいと理解してよいか。 

負荷の切り離しを行わずに24時間

給電可能という理解でよい。 

片山 

委員 

「特に高い信頼性」について、3系

統目については、概ね弾性状態に留

まる範囲で耐えるということである

が、1系統目にも適用したほうが安全

性が高くなるのではないか。 

 3系統目が特に高い信頼性を必要

とするとはどういう意味か。 

1系統目は、設計基準対象施設で 

あり、弾性設計用地震動Sdに対して

概ね弾性状態に留まる範囲で耐える

ものですし、3系統目と同様、基準地

震動Ssでの機能維持と、Sdによる弾

性状態におおむね留まる範囲を要求

している。 

特に高い信頼性とは、重大事故対

象施設であれば、基本は重大事故時

に使うものであり、Ss地震時でも機

能が維持されていれば使える状況で

すので、基本は機能維持までしか求

めていないが、今回の3系統目は、そ

れに加え、Sdの要件も満たすという

設計基準対象施設と同様の設計方針

であることから、重大事故対象施設

においては、特に高い信頼性を持っ

たものであるということ。 
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（４）－② <設置場所関連>

委員 質問・意見 原子力規制庁回答 

井嶋 

委員 

九州電力の説明では、設置場所が

津波の影響を受けない場所に設置し

たということだったが、一方で溢水

の影響とはどういう事故を想定した

ものなのか。 

溢水については、タンク等が建屋

の中で水源となるようなものがいろ

いろある。 

その水源を考慮して溢水区画をい

ろいろと設定して、機器等に影響が

ないかを溢水評価の中で確認してい

る。 

具体的には詳細設計の工認（工事

計画認可申請）等で確認するが、実際

の配置場所によってどこからどう溢

水が発生し、それに対して影響がな

いかを確認していくことになる。 
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３ まとめ 

本書は、令和 2年 3月 27 日に開催された第 8回専門部会の報告書である。 

専門部会開催に先立ち、県から玄海原子力発電所３号機における使用済燃料

プールの貯蔵能力変更等に関する原子炉設置変更許可申請書（３号及び４号発

電用原子炉施設の変更）及び原子力規制委員会が取りまとめた同申請書に関す

る審査書、並びに玄海原子力発電所３、４号機における所内常設直流電源設備

（３系統目）の設置に関する原子炉設置変更許可申請書（３号及び４号発電用

原子炉施設の変更）及び原子力規制委員会が取りまとめた同申請書に関する審

査書などの各種資料の提供を受けた上で、各委員がそれぞれの専門的な立場か

ら原子力規制庁への質問事項を書面で提出し、部会での説明を求めた。 

第 8回専門部会では、上記２件の設置変更許可申請の内容について、いずれ

についても、九州電力からは設備の設置目的、計画の概要及び安全性評価等に

ついて説明を受け、原子力規制庁からは審査基準、審査結果及び原子力規制委

員会等の判断について説明を受けるとともに、事前質問への回答がなされた。 

各委員は、それぞれの専門的な立場からさまざまな質疑を提示し、説明者と

の間で多岐にわたる意見交換が行われ、回答に際して九州電力が評価している

とした各種の詳細なデータまでは確認していないが、原子力規制委員会の判断

に関して概ね確認できたため、主要な質疑をまとめて本報告書の作成にいたっ

た。 

なお、会議後に県が上述の詳細なデータについて確認したところ、九州電力

が委員に回答した内容の一部に誤りや誤解を招いたものがあった。そのため、

質問された委員に対してそれぞれ補足説明が行われたが、本報告書の結論に影

響することはなかった。したがって、議事録については必要箇所を訂正するこ

ととし、委員への補足説明については県が整理し、県の判断後に公表されるた

め本報告書には記載していない。 

 

県におかれては、本報告書を、設備変更等に係る安全性確認の参考とされ、

今後とも更なる安全性向上への取組を国と事業者に対して求めるとともに、そ

の取組状況をしっかりと確認していただくことにより、関係者全体で安全性向

上への取組を継続していただきたい。 

 

以上 
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【参考資料】 

 

１ 第８回佐賀県原子力安全専門部会配付資料 

 

２ 第８回佐賀県原子力安全専門部会議事録 

 


